





































































































(岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要27号 213頁~228頁(平成21年 3 月)および、
「中国個人情報保護法の立法状況」
(岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要30号 157頁~175頁 (平成22年11月)
を発表しており、本論文はこれらを中心に書かれたものである。
論文概要は、第一に、日中の個人情報保護法規制を比較し、その共通点、相違点、問題点を検証している。
第二に、企業の個人情報保護活動において「個人情報保護マネジメントシステムー要求事項」の有効性と更な
る拡大を提言している。第三に、企業における個人情報保護活動の実態分析から、個人情報保護意識醸成のた
めの取り組みとしての最重要課題は人的セキュリティ対策すなわち従業員教育であることを検証している。第
四に、本人の企業内における事故事例および日中における個人情報漏えい事案を分析し、最も重要なセキュリ
ティ対策とは何かを提言している。最後に、日中両国における問題点と課題を提起し「企業の信頼性Jの持続
については「従業者の監督」に重点を置き、個人情報漏えいを起こさない企業の体質に改善しなければならな
いことに言及した。
改善すべき点を、以下の通り指摘された。
l 研究目的と研究の位置付けに関しては、これまでの研究成果に新たに付け加えることは何であるかを更
に文章上明確にすること、また、文章表現も高めることが必要であるなどご指導があった。
2 論旨を一層徹密にすることが求められる。個人情報漏洩の判例の中で情報管理に関する部分の分析整理
を丁寧に書いてもらいたいとのご指摘があった。
3 個人情報保護法に対する過剰反応の先行研究を紹介し、本人の提案をより明確に記述すること。
以上のように改善すべき点もあり、本論文をもとに著書を執筆する際は更に考慮すべき問題もあるものの、
総合的に判断し、本審査会は、本論文を博士(法学)の学位論文として認定することについて全員一致で合意
された。
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